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国家公務員の臨時特例法による給与削減の地方公務員への反映に対する緊急要請

　日頃より、地方行政の推進に向けて努力されていることに対し、心から敬意を表します。

　さて、政府は2013年度予算編成方針において、国家公務員の給与減額支給措置に準じて、地方公務員の給与の削減を求めるとともに、それを反映して地方交付税を削減するとの方針を閣議決定し、総務大臣通知などで周知することとなりました。

　このことは、地方公務員の給与の決定原則を大きく踏みにじるものであると同時に、国が地方公務員の給与削減を強制することは、地方自治の根幹にかかわる大きな問題といえます。また、地方交付税を国の政策目的を達成するための手段として用いることは、地方の固有財源との性格を否定するものであり、断じて行ってはならないことです。

　この間、地方自治体は1998年以降、景気対策として国の財政発動に協調し、長きにわたって地方財政の締め付けなどが行われ、厳しい財政運営を強いられてきました。その結果として、職員給与の勧告によらない削減のみならず、職員数の大幅な削減や市町村合併が進められ、指定管理者制度やＰＦＩ等の行政機能のアウトソーシングが強行されてきた経緯にあります。北海道においては全国に例を見ない14年連続の給与の独自削減を実行中です。このように、様々な行革努力を国に先んじて地方自治体は推し進めてきており、その上、臨時特例法による国家公務員の取り扱いを地方へ強制することは断じてあってはならないことと考えます。

　つきましては、総務大臣通知が発せられた現段階において、以下の内容について緊急に申し入れますので、当職として明確な見解を示していただくよう強く申し入れます。

記

１　地方自治の否定につながる総務大臣通知を受け、各自治体へ技術的助言と称して機械的に発出しないこと。

２　やむを得ず発出する場合においては、今回の政府の方針決定に対する明確な考え方を示し、北海道としての考え方を付記した上で発出すること。

３　各自治体からの照会に対しては、給与削減を強制するのではなく、地方公務員法の趣旨に照らして、あくまでも自治体それぞれの判断に基づき対応することを周知すること。

４　自治体における良好な労使関係維持のため、政権交代後の様々な政府の動向について、自治労道本部へ情報提供を行うこと。

以　上
